
 
 

 

 

Deloitte Taiwan  |  Japanese Services Group | 27 February 2020  

 

 

JSG ニュースレター 

「重度の特殊感染性肺炎（COVID-19）予防と

感染に係る負担軽減の促進に関する特別条例」が

立法院を正式通過 

 

 
 

クライアント各位 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

2020（民国 109）年 2 月 25 日付で「重度の特殊感染性肺炎

（COVID-19）予防と感染に係る負担軽減の促進に関する特別条例」

（以下「特別条例」）が立法院を正式通過（三読通過）しました。施行

期間は 2020 年 1 月 15 日から 2021（民国 110）年 6 月 30 日までとし

ていますが、第 12 条から第 16 条までの罰則規定については当該条例の

公布日から施行されることとなりました。COVID-19 の流行は世界経済

に打撃を与えており、国民全体による疾病予防は国民全体の共通認識及

び義務となっています。 特別条例では、租税奨励措置を適用し、疾病予
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防休暇中（中国語：防疫假）の従業員に対し給与を支払うよう営利事業

に奨励しています。企業及び従業員双方の権利・利益を保障するため、

営利事業は従業員が法に基づき申請する疾病予防休暇に関する規定に留

意する必要があります。 

 

 

 
 

 
 

 

特別条例のポイント 

 従業員は疾病予防規定に従って疾病予防休暇を申請し、営利事

業は当該規定に従って従業員に休暇を付与するとともに、従業

員のあるべき権利と利益を保障しなければならない。当該規定

に違反した場合、100 万元以下の罰金が科されます。 

 特別条例は、疾病予防休暇中の従業員に対する給与の支払を企

業に強制するものではありません。政府は、国民の疾病予防に

対する協力を奨励するために、一定の条件を満たした場合は政

府に対して補償申請が可能になるほか、企業が従業員に休暇中

の給与を支払うことで、疾病予防に協力する国民が積極的且つ

安心して疾病予防活動に協力できるようになることを期待して

います。特別条例第 4 条では、営利事業が規定に基づき従業員

に支払った疾病予防休暇中の給与については、当該給与金額の

200％を当年度の営利事業所得額から控除できる旨を規定して

います。 但し、営利事業が従業員に支払った上記の給与金額に

その他の法律で規定する租税優遇措置を適用する場合は、当該

規定は適用できないものとしています。営利事業が従業員に疾

病予防休暇中の給与を支払っている場合、営利事業所得税の申

告時に、本租税優遇措置を正しく適用するよう留意ください。 

 

ご参考：条例原文（中国語） 

  

   

 

JSG ホームページ 

http://www.deloitte.com.tw/jsg/ 
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日商組新聞稿 

立法院三讀通過「嚴重特殊傳染性肺炎

（COVID-19）防治及紓困振興特別條例」 

 

 
 

立法院 109 年 2 月 25 日三讀通過「嚴重特殊傳染性肺炎（COVID-

19）防治及紓困振興特別條例」，施行期間自 109 年 1 月 15 日起至 110

年 6 月 30 日止，但第 12 至 16 條之處罰規定自條例公布日施行。COVID-

19 疫情衝擊全球經濟，全民防疫是全民應有之共識及義務。特別條例採取租

稅奬勵措施，鼓勵營利事業給付員工防疫假期間的薪資，謹提醒營利事業應

注意員工依法請防疫假的規定，以保障企業和員工的權益： 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

本條例的觀點 

 員工配合防疫規定請防疫假，營利事業應依規定給假並保障員工應

有的權益，如違反相關規定將被裁處 100 萬元以下罰鍰。 
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 參考：條例原文 

 特別條例不強制企業給付員工防疫假期間的薪資，政府為鼓勵國民

配合防疫工作，除訂定符合一定條件者可向政府申請防疫補償外，

也期望企業能給付員工請假期間的薪資，讓應配合防疫工作的國民

能積極且安心配合防疫工作，於特別條例第 4 條訂定，營利事業給

付員工依規定請防疫假期間薪資，該薪資金額之百分之二百，得自

當年度營利事業所得額中減除。惟營利事業給付上述員工之薪資金

額已適用其他法律規定之租稅優惠者，則不得適用。營利事業如有

給付員工防疫假薪資者，於申報營利事業所得稅時要記得正確適用

本項租稅優惠規定。 
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